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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

　平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。 

　当社グループ（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の事業の概要を次の

とおりご報告申し上げます。 

当期における我が国経済は､企業業績の改善にともない設備投資も増加傾向となるなど、

緩やかながら回復基調のうちに推移しました。また、個人消費についても、総じて拡

大する機運が見られました。 

　繊維業界では､依然として安価な輸入製品が市場の相当部分を占め、一方では原油価

格の高騰によって原材料コストやエネルギーコストが上昇するなど、厳しい状況が続

いております。 

　このような環境下、当社グループは､再編実質２年目となる新体制の運営に力を注ぎ、

各社においても自主自立の気概を以って独自の取組みを展開し、営業の強化に努めま

した。総体として、業績の改善は順調に進んでおります。 

　その結果､当期の売上高は21,621百万円（前年比2.5％増）となりました。また、経常

利益は693百万円（前年比14.0％増）となりました。しかしながら最終損益につきまし

ては、予定外のこととして繰延税金資産960百万円余を取り崩し法人税等調整額として

費用処理を余儀なく行ったほか､特別損失として固定資産評価損や投資損失引当金繰入

額などを計上した結果､1,347百万円の損失（前年は419百万円の純利益）となりました。 

　なお、当期の配当金につきましては、株主の皆様に誠に申し訳なく存じますが、無

配とさせていただきました。なにとぞ事情をご推察のうえ、ご了承賜りますようお願

い申し上げます。 

　日本経済が新しい局面を迎えようとしている中で、消費市場にも変質し或いは拡大

しようとする機運が起こりつつあると思われます。 

ご あ い さ つ  
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当社グループにおける各事業分野の概況は次のとおりであります。 

 
衣料事業分野 

　当期の羊毛相場は、良好な需給バランスと最大輸入国である中国の安定した買

付けにより大きな変動はなく推移しました。 

　毛糸部門は、国内需要の減少により苦戦しましたが、売上高は前年並みを確保

しました。 

　テキスタイル部門では、ユニフォームは、学校向けオフィス向けとも、マーケ

ットが縮小する厳しい環境の中で、企画提案型の営業努力により増収となりまし

た。 

　メンズは、ザ・ウールマーク・カンパニーやニュージーランド・メリノ・カン

パニーとの取組み強化を更に進め、高級差別化原料使用製品の展開を拡大しまし

た。またナノテックス社（米国）とのライセンス契約による機能素材の販売も順

調に推移し増収となりました。 

　レディースおよび開発営業部門は、売上が伸びず減収となりました。　 

　この結果、衣料事業全体としては、売上高は10,161百万円（前年比2.5％増）と

なり、毛糸部門などの損益改善により増益を確保しました。 

 

 
インテリア産業資材事業分野 

　フロアー材（カーペット）部門は、ＯＥＭ販売に特化し収益の確保に努めまし

た。売上は微増となりました。 

　ニュークロス（不織布）部門では、自動車内装材は、技術開発力を駆使した特

許商品の展開等で、新車のラインマットおよび用品関連立ち上がりによる拡販の

結果増収となりました。土木資材は、災害復旧の進行により前年を上回る需要が

ありました。また、家具関係や新規取組み等によって好調に推移し増収となりま

した。 

　ニューファイバー（ポリプロ他）部門では、カールロックは、通販・訪販を中

営 業 の 概 況  
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心とする販売不振で減収となりました。ポリプロ綿は、新規取組みの効果で増収

となりました。特殊繊維は、金属繊維製品の国内外の需要が回復したため増収と

なりました。 

　この結果、インテリア産業資材事業分野全体としては、売上高は8,175百万円（前

年比2.6％増）で増収となり､ナフサ価格高騰による原材料の値上がりに苦しみな

がらも販売増や製造部門の改善努力により､増益となりました。 

 

 
非繊維事業分野 

　半導体事業は、主力の電動工具オートコントローラーの売上が堅調に推移した

ことや、掃除機向けトライアックやアミューズメント向け半導体の増販により、

増収となりました。環境規制での鉛フリー対応については、得意先毎に対応を行

っています。ISO14001については、６月に大阪事業所で取得しました。 

　薬品事業は、医薬中間体の受注に加え、液晶関連材料や半導体関連の受注も加

わり、生産が追付かない状況で推移し増収となりました。 

　不動産関連事業では、賃貸事業は、中核施設が健闘しましたが、一時的なテナ

ント減少により減収となりました。ゴルフ練習場は、前年に比べ健闘し、増収と

なりました。 

　自動車教習事業は、三重と湖西の２校体制での運営で、入校生の減少に対処す

べく生徒募集の強化に努めましたが、減収となりました。 

　この結果、非繊維事業分野全体としては、売上高は3,284百万円（前年比2.6％増）

で増収となり、半導体、薬品の好調さを反映して増益となりました。 
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（　　　　　  ） （　　　　　  ） （　　　　　  ） 

（ △ は 当 期 純 損 失 ）  

（△は１株当たり当期純損失） 

■企業集団および当社の営業成績および財産の状況の推移 
①企業集団の営業成績および財産の状況の推移 

②当社の営業成績および財産の状況の推移 

売 上 高  

経 常 利 益  

当 期 純 利 益  

１株当たり当期純利益 

総 資 産  

純 資 産  

１株当たり純資産 

23,876百万円 

296百万円 

△ 2,058百万円 

△  　38円26銭 

42,006百万円 

6,094百万円 

113円30銭 

21,079百万円 

607百万円 

419百万円 

7円43銭 

36,708百万円 

7,132百万円 

120円84銭 

区　　　　　分 
第２期 

平成15年７月１日から 
平成15年12月31日まで 

第３期 
平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで （　　　　　  ） 平成17年１月１日から 

平成17年12月31日まで 

21,621百万円 

693百万円 

△ 1,347百万円 

△  　19円17銭 

35,347百万円 

7,580百万円 

105円28銭 

第４期（当期） 

13,614百万円 

415百万円 

△ 1,418百万円 

△  　26円38銭 

45,658百万円 

6,576百万円 

122円33銭 

第１期 
平成15年１月１日から 
平成15年６月30日まで 

（注）１．第１期は平成15年６月12日から平成15年６月30日までの19日間の決算となっております。 
２．第２期は平成15年７月１日から平成15年12月31日までの６ヵ月決算となっております。 

（注）１．第１期の連結会計年度は平成15年１月１日から平成15年６月30日までの６カ月決算となっ
ております。 

２．第２期の連結会計年度については、当社の営業年度は平成15年７月１日から平成15年12
月31日まででありますが、連結子法人等については平成15年１月１日から平成15年12月
31日までとしております。 

（　　　　　  ） （　　　　　  ） （　　　　　  ） 

（ △ は 当 期 純 損 失 ）  

（△は１株当たり当期純損失） 

営 業 収 益  

経 常 利 益  

当 期 純 利 益  

１株当たり当期純利益 

総 資 産  

純 資 産  

１株当たり純資産 

967百万円 

129百万円 

△　539百万円 

△  　10円03銭 

36,321百万円 

6,323百万円 

117円54銭 

3,184百万円 

275百万円 

181百万円 

3円21銭 

31,436百万円 

7,164百万円 

121円36銭 

区　　　　　分 
第２期 

平成15年７月１日から 
平成15年12月31日まで 

第３期 
平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで （　　　　　  ） 

3,272百万円 

290百万円 

△ 1,330百万円 

△  　18円93銭 

29,772百万円 

7,422百万円 

103円08銭 

第４期（当期） 
平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで 

26百万円 

1百万円 

0百万円 

1銭 

6,385百万円 

6,325百万円 

117円56銭 

第１期 
平成15年６月12日から 
平成15年６月30日まで 
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（単位：百万円） 

連 結 貸 借 対 照 表 （平成17年12月31日現在） 

9,497 
1,833 
3,523 
3,952 
234 
△ 44 
25,824 
22,505 
3,957 
582 

17,886 
78 
76 
76 

3,242 
2,816 
2 

925 
△ 126 
△ 376 

25 
8 
16

12,780 
1,457 
9,085 
152 
589 
1,494 
14,678 
3,396 
6,375 
1,201 
9 

3,694

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部 

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額 

35,347資　産　合　計 

27,458負　債　合　計 

307少 数 株 主 持 分  

7,580 

35,347

資　本　合　計 

負債、少数株主持分及び資本合計 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

少 数 株 主 持 分  

資　　本　　の　　部 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受取手形及び売掛金 
た な 卸 資 産  
その他の流動資産 
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産   
建物及び構築物  
機械装置及び運搬具 
土 地  
その他の有形固定資産 
無 形 固 定 資 産   
その他の無形固定資産 

投資その他の資産  
投 資 有 価 証 券  
長 期 貸 付 金  
その他の投資その他の資産 
貸 倒 引 当 金  
投 資 損失引当金  

繰 延 資 産  
創 立 費  
新 株 発 行 費  

流 動 負 債   
支払手形及び買掛金  
短 期 借 入 金   
未 払 法 人 税 等   
未 払 費 用   
その他の流動負債  

固 定 負 債   
長 期 借 入 金   
繰 延 税 金 負 債   
退 職 給付引当金   
長 期 未 払 金   
長期預り敷金･保証金 

3,439 
4,218 

△ 1,083 
921 
92 
△ 6

資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
株式等評価差額金 
為替換算調整勘定 
自 己 株 式  
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連 結 損 益 計 算 書 （　　　　　　　　） 平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで 

（単位：百万円） 

金　　　　　　　　　額 科　　　　　　目 

 
 
 

21,621 
 

17,535 
2,932 

 
 
 

83 
36 
 

423 
19 
2 

135 
 
 
 
0 

282 
6 
3 
1 
62 
 

738 
324 
88 
144 
376 
89

 
 
 

21,621 
 
 

20,467 
1,154 

 
 
 

120 
 
 
 
 

581 
693 
 
 
 
 
 
 
 

355 
 
 
 
 
 
 

1,762 
713 
182 
148 
297 
4 

1,347

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

経 常 損 益 の 部  
営 業 損 益 の 部  
営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営 業 利 益  
営業外損益の部  
営 業 外 収 益  
受取利息及び配当金 
その他の営業外収益 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息  
持分法による投資損失 
為 替 差 損  
その他の営業外費用 

経 常 利 益  
特 別 損 益 の 部  

特 別 利 益  
固 定 資 産 売 却 益  
投資有価証券売却益 
投資有価証券清算分配益 
ゴルフ会員権償還益 
子 会 社 売 却 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 別 損 失  
固 定 資 産 処 分 損  
固 定 資 産 評 価 損  
た な 卸 資 産 整 理 損  
事 業 撤 退 損  
投資損失引当金繰入額 
環 境 対 策 費 用  

税金等調整前当期純損失 
法人税、住民税及び事業税 
過 年度法人税等  
法人税等調整額  
少 数 株 主 利 益  
当 期 純 損 失  
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所有者別株式構成比 

所有者別株主構成比 

個人・その他 
9,257名（97.25※％） 

72,063,210株 

9,520名 

金融機関 
18,107,126株（25.13％） 

自己名義株式 
61,862株（0.09％） 

証券会社 
4,493,425株（6.24％） 

その他法人 
5,578,793株（7.74％） 

その他法人 
130社（1.37％） 

外国法人 
1,715,000株（2.38％） 

個人 
42,107,004株 
（58.42※％） 

金融機関　41社（0.42％） 

証券会社　63社（0.66％） 

外国法人　29社（0.30％） 

※は、百分率の補正を表しております。 
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設 立 年 月  

資 本 金  

主要な事業内容 

事 業 所  

 

土 地  

建 物  

従 業 員 数  

ホームページ  

証券取引コード 

決 算 月  

平成15年６月12日（創業 大正11年２月） 

3,439,000,000円 

各種繊維製品の製造加工販売、不動産賃貸等を行なう子会社の経営管理等 

本　　　社　大阪市中央区瓦町三丁目１番４号 

大阪事業所　大阪府泉大津市虫取町一丁目１番12号 

3,675,277裃（1,111,697坪） 

　69,794裃（　21,111坪） 

39名 

URL:http://www.toabo.co.jp/ 

3204 

12月31日 

会 社 の 概 要 

－  19  － 



設 立 年 月  
資 本 金  
主要な事業内容 
事 業 所  
 
 
 
 
 
設 備  
従 業 員 数  

昭和48年５月28日（商号変更　平成15年10月１日） 
250,000,000円 
毛糸、毛織物、その他各種繊維製品の製造、販売等 
本　　　　社 大阪市中央区瓦町三丁目１番４号 
東 京 支 店 東京都中央区日本橋小伝馬町14番７号 
 アクサ小伝馬町ビル４階 
津島事務所 愛知県愛西市立田町前田面２番地１ 
一宮事務所 愛知県一宮市栄一丁目８番12号 
 一宮栄ビル３階 
梳毛式紡績  精紡機 19,196錘 　　 
62名 

㈱ ト ー ア ア パ レ ル  
大 阪 新 薬 ㈱  
㈱ ト ー ア リ ビ ン グ  
㈱ ト ーア自動車学校  
宮 崎 ト ー ア ㈱  

無錫東亜毛紡織有限公司 
ト ー ア ニ ッ ト ㈱  

学生服、企業ユニフォームの製造 
医薬品、化学品の中間体の製造、販売等 
寝装品の販売 
自動車教習事業 
梳毛糸の製造 

梳毛糸の製造販売 
ニット製品の製造販売 

90 
45 
30 
10 
70 

7,227 
10

35 
15 
6 
33 
76 

51 
29

社　　　　名 営　　　　業 資本金 従業員数 
百万円 

千US＄ 

名 

主 な 子 会 社  

■東亜紡織株式会社 

関 連 会 社  

設 立 年 月  
資 本 金  
主要な事業内容 
事 業 所  
 
 
 
設 備  
 
 
 
 
従 業 員 数  

平成12年12月８日（商号変更　平成15年10月１日） 
100,000,000円 
カーペット、その他各種繊維製品の製造、販売等 
本　　　　社 大阪市中央区瓦町三丁目１番４号 
本 社 工 場  三重県四日市市楠町南川50番地 
東 京 支 店  東京都中央区日本橋小伝馬町14番７号 
 アクサ小伝馬町ビル４階 
カーペット  タフト式  11 セット  
不 織 布  ニードルパンチ式機  ３セット  
 ロックタフト製造設備 １セット  
合 成 繊 維 紡糸設備 10 トン/日  
カールロック製造設備 １セット  
124名 

■トーア紡マテリアル株式会社 
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大正11年、私たちは一本の糸を紡ぎ始めました。 

「確かな品質をお届けしたい」 

その思いで84年もの間紡ぎ続けてまいりました。 

そして、その糸は今では繊維素材だけではなく、 

様々な分野のサービスを織りなすようになりました。 

衣料、産業資材、半導体、不動産、さらには自動車学校まで。 

皆さまの暮らしをやさしく包み込めるように…… 

私達の思いは今日も拡がっています。 

包んであげたい 




